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株主のみなさまへ 事業別概況

　株主のみなさまには、平素よりご支援を賜り厚く御礼申しあげます。
　ここに第66期（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）の事業の
概況についてご報告申しあげます。
　当期におけるわが国経済は、東日本大震災及び原発事故により停滞し
ていた生産活動の回復や復興需要による持ち直しの傾向が現れたもの
の、長期化する欧州債務危機や根強い円高等の影響により、先行き不透明
な状況で推移いたしました。
　当社グループを取り巻く経営環境におきましても、東日本大震災及び原
発事故の影響もあり防災関連や節電対策商品に対する需要は好調に推移
いたしましたが、厳しい雇用環境や将来生活への不安感から消費者の節
約志向が根強いため、低価格競争が激しく、加えて下期には、原油価格の
高止まりにより原材料価格が上昇する等、厳しい状況が続きました。

　このような状況のもと、当社グループでは、新製品の投入、販路の拡大、各種メディアを利用しての販売促進等、
積極的な営業活動を展開いたしました。その結果、家庭用塗料を中心とする塗料事業の売上は微減となりましたが、
防災関連や節電対策等のDIY商品の売上が順調に推移したことから、当期の売上高は、151億7千5百万円（前期比
0.8％増）となりました。
　収益面では、グループ企業一体となって経営の効率化に努めました結果、営業利益は8億2千7百万円（前期比
38.2％増）、経常利益は7億5百万円（前期比38.8％増）となりました。当期純利益は、繰延税金資産の回収可能見込
額が増加したことによる税金費用の減少等により、6億5千1百万円（前期比92.7％増）となりました。

　次期の見通しといたしましても、厳しい雇用・所得環境及び将来の生活に対する不安感等による消費者の節約志
向には根強いものがあります。また、不安定な中東情勢の影響により原油価格が高止まっており、ナフサ価格等原材
料価格のさらなる上昇も懸念されます。一方で、東日本大震災からの復興需要及び防災・節電関連商品に対する需
要が引き続き見込まれます。
　このような見通しのもと、当社グループでは、ユーザーニーズに的確に対応した製品を提供することをモットー
に、新製品の開発、販売及び競合他社との差別化による商品力の強化に努めてまいります。
　株主のみなさまにおかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
� 平成24年6月

代表取締役社長

業績の推移（連結）

売上高 （単位：百万円）

第63期
（21/3）

16,833

第64期
（22/3）

16,502

第65期
（23/3）

15,058

第66期
（24/3）

15,175

経常利益 （単位：百万円）

第63期
（21/3）

398

第64期
（22/3）

509

第65期
（23/3）

508

第66期
（24/3）

705

当期純利益 （単位：百万円）

第63期
（21/3）

270

第64期
（22/3）

380

第65期
（23/3）

337

第66期
（24/3）

651

塗料事業 8,714百万円 57.4％

DIY用品事業 6,264百万円 41.3％

その他事業 196百万円 1.3％

部門別売上高構成比

　当事業は、遮熱塗料や水性多用途塗料等、当社の主力商品で
ある家庭用塗料等の製造及び販売等を行っております。
　当期におきましても、店頭での販売促進、店内シェアの拡大、
新規顧客の獲得等積極的な営業活動を展開いたしました。その
結果、遮熱塗料は節電対策商品として好評を博したものの、当
事業全体の売上は微減となり、売上高は、87億1千4百万円（前
期比1.3％減）となりました。

塗料事業

　当事業は、プラスチック障子紙や遮熱シート等のインテリア用
品、住宅用補修材やワックス等のハウスケア用品及び園芸用品
等の製造及び販売を行っております。
　当事業におきましても、消費者ニーズに応えた新製品の投入
や積極的な販売促進活動とともに、新規顧客への提案営業等に
注力いたしました。その結果、防災関連や節電対策商品及び住
宅用補修材の売上が好調であったため、当事業全体の売上高
は、62億6千4百万円（前期比7.5％増）となりました。

DIY用品事業

　当事業は、物流サービス業及び賃貸業等であり、売上高は1億
9千6百万円（前期比51.2％減）となりました。

その他事業
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製品情報 広告宣伝

遮熱シリーズ

プラスチック障子紙

ペットと暮らそう

住まいの補修材

テレビ

ホームページ http://www.asahipen.jp/

新聞・雑誌広告

全国ネット番組のスポンサーに
提 供 番 組：
ネ ット 局：
放 送 期 間：

「くらべるくらべらー」
TBS 系列 28 局ネット
4 月～7 月

ホームページは、毎年アクセ
ス数を伸ばし続けています。

塗装・壁紙の貼り方や
商品の特長を動画にて
紹介。

ペット業界向け商品も発売！

●冷暖房効果がアップするので、省エネになります。
（通気性のある障子紙との比較）

●ペットの引っかきキズに強い障子紙です。
●UVカットの効果があるので、室内の色あせ・変色

を防止します。
●障子紙の風合いは従来のままです。

ワンちゃんが滑りにくい！
おしっこに強いワックス！
ペットの引っかきキズから床を保護。

ペットと暮らす
床用高級樹脂ワックス

快適な住まいを守る新商品。

木部補修材 鉄部補修材

新聞各紙や専門・業界誌への
掲載はもちろんのこと、情報
系雑誌にて商品広告を展開。

NEW

NEW

節電対策にも。 商品をご紹介。

冷暖房効果アップで省エネ！
人気のプラスチック障子紙に、
新商品をラインナップ。

反射

品質で選ばれて出荷数が
毎年約120％伸びています。

家庭用 2008年の発売以来、
遮熱塗料のパイオニア。

●アイロンだけで、
貼るときもはがす
ときも簡単にでき
ます。

アイロン貼り超強
プラスチック障子紙

木部のひび割れの
補修に最適。

鉄部・鉄部と外壁の
補修に最適。
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財務諸表

科　目 当　期
平成24年3月31日現在

前　期
平成23年3月31日現在

（資産の部）

流動資産 12,071 12,151

固定資産 7,028 7,417

　有形固定資産 5,125 5,417

　無形固定資産 244 260

　投資その他の資産 1,658 1,739

資産合計 19,100 19,568

（負債の部）

流動負債 5,136 5,063

固定負債 2,874 4,012

負債合計 8,010 9,075

（純資産の部）

株主資本 11,050 10,651

　資本金 5,869 5,869

　資本剰余金 4,166 4,442

　利益剰余金 1,086 686

　自己株式 △71 △346

その他の包括利益累計額 39 △ 158

　その他有価証券評価差額金 39 △158

純資産合計 11,089 10,492

負債純資産合計 19,100 19,568

科　目 当　期
平成24年3月31日現在

前　期
平成23年3月31日現在

（資産の部）
流動資産 11,161 11,201
固定資産 6,485 6,668
　有形固定資産 3,822 4,090
　無形固定資産 239 254
　投資その他の資産 2,423 2,323
資産合計 17,647 17,869
（負債の部）
流動負債 3,830 3,453
固定負債 2,591 3,724
負債合計 6,421 7,177
（純資産の部）
株主資本 11,186 10,850
　資本金 5,869 5,869
　資本剰余金 4,166 4,442
　利益剰余金 1,222 885
　自己株式 △71 △346
評価・換算差額等 39 △158
　その他有価証券評価差額金 39 △158
純資産合計 11,225 10,691
負債純資産合計 17,647 17,869

科　目
当　期

自 平成23年4月 1 日
至 平成24年3月31日

前　期
自 平成22年4月 1 日
至 平成23年3月31日

売上高 12,570 12,592
売上原価 7,954 8,118
売上総利益 4,616 4,473
販売費及び一般管理費 3,943 3,977
営業利益 672 496
営業外収益 361 421
営業外費用 409 454
経常利益 624 463
特別利益 14 14
特別損失 195 154
税引前当期純利益 444 324
法人税、住民税及び事業税 9 16
法人税等調整額 △152 1
当期純利益 588 306

科　目
当　期

自 平成23年4月 1 日
至 平成24年3月31日

前　期
自 平成22年4月 1 日
至 平成23年3月31日

売上高 15,175 15,058

売上原価 9,872 9,908

売上総利益 5,302 5,150

販売費及び一般管理費 4,474 4,551

営業利益 827 599

営業外収益 289 371

営業外費用 411 461

経常利益 705 508

特別利益 14 14

特別損失 199 147

税金等調整前当期純利益 520 375

法人税、住民税及び事業税 42 36

法人税等調整額 △172 0

少数株主損益調整前当期純利益 651 337

当期純利益 651 337

連結貸借対照表

貸借対照表

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

連結損益計算書

科　目
当　期

自 平成23年4月 1 日
至 平成24年3月31日

前　期
自 平成22年4月 1 日
至 平成23年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 556 908
投資活動によるキャッシュ・フロー △43 △380
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,072 △718
現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △23
現金及び現金同等物の増減額 △561 △213
現金及び現金同等物の期首残高 5,566 5,779
現金及び現金同等物の期末残高 5,004 5,566

（単位：百万円）連結キャッシュ・フロー計算書

連結株主資本等変動計算書 （平成23年4月1日〜平成24年3月31日）

損益計算書

株主資本 その他の包括利益累計額
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

平成23年4月1日期首残高 5,869 4,442 686 △346 10,651 △158 △158 10,492
連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当 △251 △251 △251
　当期純利益 651 651 651
　自己株式の取得 △1 △1 △1
　自己株式の処分 △0 0 0 0
　自己株式の消却 △276 276 ― ―
　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額） ― 198 198 198

連結会計年度中の変動額合計 ― △276 399 275 398 198 198 597
平成24年3月31日期末残高 5,869 4,166 1,086 △71 11,050 39 39 11,089
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発行可能株式総数 130,000,000株

発行済株式の総数 46,230,000株

株主数 9,972名

大株主 （上位10名）

株主名 持株数 持株比率

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,252 千株 4.9 ％

ア サ ヒ ペ ン 共 伸 会 1,776 3.8
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 1,625 3.5
株 式 会 社 近 畿 大 阪 銀 行 1,233 2.6
株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,164 2.5
株 式 会 社 伊 予 銀 行 932 2.0
日 油 株 式 会 社 876 1.9
田 中 弘 文 865 1.8
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 839 1.8
ア サ ヒ ペ ン 西 部 共 栄 会 746 1.6

個人・その他
30,187千株（65.30％）

金融機関
9,556千株
（20.67％）

金融商品取引業者
225千株（0.49％）

自己名義株式
472千株（1.02％）

その他の法人
5,776千株
（12.50％）

外国法人等
10千株（0.02％）

株 主 メ モ

株式の状況 （平成24年3月31日現在） 会社概要 （平成24年3月31日現在）

役 員 （平成24年6月28日現在）

所有者別株式分布状況 （平成24年3月31日現在）

社 名
所 在 地

設 立 日
資 本 金
事 業 内 容

従 業 員 数

株式会社アサヒペン
大阪本社　大阪市鶴見区鶴見4丁目1番12号
東京本社　東京都江東区猿江2丁目3番16号
昭和22年9月19日
5,869百万円
各種塗料、カベ紙・障子紙等のインテリア用品、住宅
用洗浄剤・補修材等のハウスケア用品、園芸用品等の
製造、輸入及び販売
178名

代 表 取 締 役 社 長 田 中 　 猛
代 表 取 締 役 専 務 西 上 統 逸
取 締 役 相 談 役 田 中 弘 文
常 務 取 締 役 西 　 龍 夫
取 締 役 後 藤 信 之
取 締 役 山 本 一 晴
取 締 役 澤 田 耕 吾
常 勤 監 査 役 品 川 憲 男
常 勤 監 査 役 鮫 島 愼 一
社 外 監 査 役 真 鍋 　 靖
社 外 監 査 役 岩 田 康 治

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基 準 日 毎年3月31日
株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
〒541-8502　大阪市中央区伏見町3丁目6番3号
電話　0120-094-777（通話料無料）

公 告 の 方 法 電子公告（http://www.asahipen.jp）
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告による公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載する方法により行う。

上場証券取引所 大阪証券取引所　市場第2部

株式情報／会社情報

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


